
令和５・６年度  

奈良市・奈良市企業局物品購入等入札参加資格審査申請要領（追加受付） 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の

規定により、令和５・６年度において、奈良市又は奈良市企業局が発注する物品の製造の請負、物件の

買入れその他奈良市長又は奈良市公営企業管理者が定める契約等の入札・見積合せに参加する者に必要

な資格及び申請方法等を定めたので、入札・見積合せに参加しようとされる方は、以下の要領により入

札参加資格審査申請書（物品購入等）を提出してください。 

 

１ 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。 

(2) 奈良市の市・県民税（法人においては法人市民税）及び奈良市の固定資産税に係る滞納がないこ

と。市外業者においては所得税（法人においては法人税）及び奈良市の固定資産税に係る滞納がな

いこと。 

(3) 奈良市の国民健康保険料の滞納がないこと。 

(4) 法令等の規定により営業に関し免許、許可、登録、認可等を要する場合は、申請時において当該

免許、許可、登録、認可等を受けていること。 

(5) 申請者から提出された別表第１に掲げる提出書類の審査によりその内容が適正と認められるこ

と。 

(6) 次のいずれにも該当しないもの 

ア 役員等（法人にあっては役員、支配人及び支店又は営業所（常時物品購入等の契約に関する業

務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は

営業所の代表者をいう。以下同じ）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員という。以

下同じ。）である者。 

イ 暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的

に関与している者。 

ウ 役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を

与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用している者。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しく

は積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与している者。 

オ ウ及びエに掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係

を有している者。 

 

２ 受付期間 令和５年４月３日（月）から令和６年９月３０日（月）まで 

３ 申請方法 別表第１の書類をクリアーホルダー（Ａ４）に入れ、郵送申請でのみ受付

けます。 

  ※1 受付期間最終日までの消印有効とします。また、入札参加資格審査申請書受付票（受付時）、入札

参加資格審査結果通知書及び電子入札業者番号通知書（電子入札番号未送付者のみ）を送付しますの

で、住所・業者名・担当者名を明記し８４円切手を貼り付けた返信用封筒を２通同封してください。

（それぞれに切手が必要です。） 

  ※2  同受付票（原本）、結果通知書（原本）、番号通知書は申請業者へ送付します。行政書士等による



代理申請において、代理人の方にも同受付票（写し）及び結果通知書（写し）の郵送を必要とする場

合は、郵送先住所、氏名等を明記した返信用封筒をさらに２通同封してください。（切手が必要です。） 

 

４ 郵送先 

    〒６３０－８５８０ 

    奈良市二条大路南一丁目１番１号 

    奈良市総務部契約課契約係 

 

５ 登録有効期間 

  入札参加資格審査結果通知日～令和７年３月３１日 

 

６ その他留意事項 

(1) 各証明書（写し）は、申請日以前３か月以内のものを提出してください。 

(2) 申請書等の記載内容を確認できない場合、又は提出書類が不足している場合には入札参加資格を

保留します。 

(3) この登録制度について、審査後は業者名簿に登録されますが、直ちに発注があるという制度では

ありません。 

(4) 提出書類の内容と事実が相違していることが後日に判明したときは、入札参加資格を取り消すこ

とがあります。 

(5) 提出していただいた入札参加資格審査申請書内容は、奈良市情報公開条例に基づく非開示部分を

除き公開します。 

 

７ 問い合わせ先  

奈良市総務部契約課契約係   電話番号０７４２－３４－４７４３（ダイヤルイン） 

奈良市企業局企業総務課総務係 電話番号０７４２－３４－５２００（代表） 

 

 

  ※申請書１通で、奈良市及び奈良市企業局への登録が可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１

書類の名称 法人 個人 記載要領及び書類の説明

1
入札参加資格審査申請書
　　　　　　（第１号様式）

○ ○
入札参加希望種目は別表第２の取扱種目一覧表より選択し
記入してください。

2
入札参加資格審査申請調書
　　　　　　（第２号様式）

○ ○ 希望する業種の詳細を記入してください。

3
業者情報及び販売高調書
　　　　　　（第３号様式）

○ ○ 希望する業種の販売高等を記入してください。

4
契約実績調書
　　　　　　（第４号様式）

○ ○ 過去２年間の契約実績を記入してください。

5
取扱メーカー調書
　　　　　　（第５号様式）

△ △ 代理店・特約店の場合は証明書を添付してください。

資格（技術）者等調書
　　　　　　（第６号様式）

△ △
営業に関し、免許・許可・登録・許可等を要する方は様式
に記入のうえ、免許等の写しを添付してください。

7 委任状　　　（第７号様式） △

権限を代理人（支店長・営業所長等）に委任される場合は
提出してください。
（注）委任事項を限定するときは、委任事項中委任しない
事項を抹消してください。また、追加事項があれば追加し
てください。

8 商業登記履歴事項全部証明書（写し可） ○ 法務局が証明するもの

9 財務諸表の写し（直近２年度分） ○ ○

法人の場合：貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
　　　　　　動計算書の写し
個人の場合：①青色申告の場合：所得税確定申告書の
　　　　　　　写し、青色申告決算書（貸借対照表、
　　　　　　　損益計算書）の写し
　　　　　　②白色申告の場合：所得税確定申告書の
　　　　　　　写し、収支内訳書の写し
※所得税確定申告書の写しは、個人番号（マイナンバー）
の記載がないもの

10

納税証明書（写し可）
　＊市内業者・準市内業者
　　￭市・県民税…当該年度と過去
　　 ２年度分（法人は法人市民税）
　　￭固定資産税…当該年度と過去
　　 ２年度分（奈良市課税分）
　＊市外業者
　　￭個人…所得税
　　　（その３又はその３の２）
　　￭法人…法人税
　　　（その３又はその３の３）
　　￭固定資産税…当該年度と過去
　　 ２年度分（奈良市課税分）

○ ○

市内業者・準市内業者
当該年度分と過去２年度分の市・県民税（法人においては
法人市民税)及び固定資産税（奈良市で課税されている場
合のみ）
入札参加資格審査申請時において当該年度が確定していな
い場合は、過去２年度分

市外業者
所得税（法人においては法人税）及び当該年度分と過去２
年度分の固定資産税（奈良市で課税されている場合のみ）
入札参加資格審査申請時において当該年度分が確定してい
ない場合は、過去２年度分

11

納付証明書（写し可）
　　￭国民健康保険料…当該年度と過去
　　 ２年度分（本市の国民健康保険料
     を賦課された者）

○

当該年度分と過去２年度分の国民健康保険料
　（国保年金課で証明）
入札参加資格審査申請時において当該年度分が確定してい
ない場合は、過去２年度分

12 調査票 ○ ○
調査票と併せて該当する登録書等の写しを必ず添付してく
ださい。

13 誓約書 ○ ○

14
入札参加資格審査申請書受付票
　　　　　　　（第８号様式）

○ ○ あらかじめ、商号又は名称を記入しておいてください。

（注）　　・○印は、必ず提出するもの。

　　・△印は、必要な方のみが提出するもの。

　　・提出書類は、クリアーホルダー （Ａ４）に入れて提出してください。

提出書類

6 例－警備業法(昭和４７年法律第１１７号）による認定・営業所設置届出、建築物における衛生的環境の確保に関
する法律（昭和４５年法律第２０号）に基づく事業の登録、院内清掃認定書、消防設備士免状甲乙・点検資格者
免状、電気工事士免状、毒物劇物一般販売登録票等

 



別表第２

取　扱　種　目 取　扱　種　目

A 1 Ｈ 1 看板 O 1 生花・種苗・樹木・造園用品

2 2 標識 2 茶

3 3 記章・旗・トロフィー 3 その他

4 4 その他 Ｐ 1 消防自動車・ポンプ・防火器具等

5 Ｉ 1 家庭用電化製品 2 防災用品（備蓄倉庫・非常食等）

6 2 通信機器 3 その他（消防設備点検等）

B 1 3 視聴覚機器 Q 1 電算機器関係リース

2 4 その他（ＬＥＤ照明含む　） 2 車両関係リース

3 Ｊ 1 光学機器・ｶﾒﾗ・写真材料 3 建設・産業用機械器具リース

4 2 楽器・ﾚｺｰﾄﾞ・ＣＤ 4 その他リース

5 3 時計・貴金属 Ｒ 1 清掃業

C 1 4 ミシン・編機 2 警備業(機械・交通・保全）

2 5 理化学・計測機器・公害関係機器 3 設備運転関係(空調・電気・機械等運転）

3 6 その他 4 その他

D 1 Ｋ 1 土木建設機器 Ｓ 1 ｿﾌﾄ･ｼｽﾃﾑ開発・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等

2 2 産業用機器・電気関係
電
算 2 その他

3 3 工作機器 Ｔ 1 映画ビデオ製作

4 4 農林畜産機器 Ｕ 1 検査・分析・環境関連調査業務

5 5 厨房機器 2 上下水道管内検査・カメラ調査・浚渫等

6 6 給排水設備・塵芥処理機器 3 水道漏水調査

Ｅ 1 7 その他 4 その他調査業務

2 L 1 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ製品 Ｖ 1 広告・イベント業務

3 2 工事用資材 Ｗ 1 金属くず買受(許可書添付）

4 食品 （食品衛生法に基づく営業許可が
必要なものは、許可書添付） 3 水道用資材（配管類・弁類・ボックス類・その他） 2 古紙・ｱﾙﾐ缶等・ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ等回収

5 4 水道用資材（ろ過砂・ろ過砂利） 3 産業（一般）廃棄物収集運搬業（許可書添付）

Ｆ 1 5 水道用資材（量水器） Ｘ 1 百貨店業

2 6 その他 Y 1 中古自転車の修理・販売

3 Ｍ 1 自動車販売業 Ｚ 1 旅行代理店

4 2 バイク・自転車 2 運送業

5 3 車両部品・修理 3 保険業

Ｇ 1 4 その他 4 会議録作成・速記・翻訳

2 Ｎ 1 石油類 5 人材派遣業

3 2 気体燃料 6 給食業務

4 3 電力供給 7 水道業務（検針・料金収納・メータ取替・その他）

5 4 その他 8 その他

6 第１希望～第３希望までをシステムに登録いたしますが、
有効期限内の登録業種変更はできません。

調
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等
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シール・ラベル

地図・航空写真

学校教材（学校用家具含む）
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取　扱　種　目　一　覧　表

番号 番号

広
告
装
飾
類

電
気
通
信
機
器

文
具
・
事
務
機
器

農
水
産

賃
貸
・
リ
ー

ス

テント・シート

介護用品（紙おむつ等）

その他

家
具
類

買
受
・
回
収
等

そ
の
他

その他
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医療機器

青写真・ﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ

その他

ＯＡ機器

印章・ゴム印

荒物・雑貨

その他(ＯＡ機器リース除く）

保育教材（保育用家具含む）

靴・かばん

医薬品

被服・縫製

番号

文具・事務用品機器

用紙類

ｶｰﾃﾝ・ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ・ｶｰﾍﾟｯﾄ

取　扱　種　目
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標本・模型・美術品

その他

寝具

図書出版・販売



【令和５・６年度　追加受付】

↑記入しないでください。

年 月 日

（あて先）　奈 良 市 長

　　　　　 　　奈良市公営企業管理者 (申請者）

◆ 〒 －

◆ 

◆ 

◆ （ － － ）

◆ （ － － ）

◆ （ ）

◆ 

◆ （ － － ）

◆ （ ）

￭ 主とする業種

（第１希望）［ ］　  － 　［ ］

￭ 上記以外の希望種目

（第２希望）［ ］　  － 　［ ］

（第３希望）［ ］　  － 　［ ］

第４希望以降も可（その場合は第２号様式を加工し、追加してください。）

変　更
番　号

郵 便 番 号

フリガナ

商 号 又 は 名 称

（旧商号又は名称）

代表者肩書・氏名

メ ー ル ア ド レ ス

第２号様式と同じ種目を記入すること。

　令和５・６年度において、奈良市又は奈良市企業局で行われる物品の購入、製造の請負その他の契約に係る入札に
参加したいので、関係書類を添え申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

◆ 住 所 （ 所 在 地 ）

別表第２を参照のうえ、入札参加希望種目を記入してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記載例 ： ［ Ａ ］ - ［ １ ］

受 付 印

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

申 請 担 当 者

記入しないで下さい。

第２号様式と同じ種目を記入すること。

受付番号登録区分

奈良市・奈良市企業局　入札参加資格審査申請書（物品購入等）

第１号様式

本申請書１通で奈良市及び奈良市企業局への登録となります。

令和

電 話 番 号

メ ー ル ア ド レ ス

フリガナ

(                                                              )

申請担当者電話番号



【令和５・６年度　追加受付】
第２号様式　　入札参加資格審査申請調書

入札参加希望種目

￭ 主とする業種

（第１希望） ［ ］　 －　 ［ ］

営業内容詳細（取扱品目等をより具体的に記入してください。）

￭ 上記以外の希望種目

（第２希望） ［ ］　 －　 ［ ］

営業内容詳細（取扱品目等をより具体的に記入してください。）

（第３希望） ［ ］　 －　 ［ ］

営業内容詳細（取扱品目等をより具体的に記入してください。）

【記載例】

（第○希望） ［ Ａ ］　 －　 ［ 1 ］

営業内容詳細（取扱品目等をより具体的に記入してください。）

商号又は名称

※以上、第１希望～第３希望までをシステムに登録いたしますが、必ずしも発注があるというわ
 けではございません。ご了承ください。なお、有効期限内の登録業種変更はできません。
　登録自体は第１希望のみから可能です。

　　　カラー（写真）印刷、パンフレット・ポスター、カタログ・雑誌、出版物の印刷製本、封筒、

　　　広報誌等　各種印刷物を取扱い



【令和５・６年度　追加受付】
第３号様式　　業者情報及び販売高調書

年間販売高（２カ年分）

・ 千円 千円

・ 千円 千円

・ 千円 千円

・ 千円 千円

千円 千円

※取扱業種が複数ある場合は、できるだけ希望業種ごとの販売高を記入してください。

資本金

登記簿上の資本金

個人の場合は自己資本額

従業員数（常勤職員数を記入してください。）

人 人 人 人 人

営業年数

年 月 年
年 月 日 年 月 日

年 月

明治・大正・昭和・平成・令和

事務 技術

0

※注意（万円単位）

※注意（千円単位）

明治・大正・昭和・平成・令和 明治・大正・昭和・平成・令和

万円

業種別

創業（設立）

日から

営業年数

合計営業 その他

0

商号又は名称

計

その他（３業種以外の業種全て）

0

法人の場合、登記の成
立年月日を記入

日まで

転廃業（休業） 現組織への変更

前々年度 前年度



【令和５・６年度　追加受付】
第４号様式　　契約実績調書

契約実績（過去２年間の実績について記入してください。）

商号又は名称

【 記 載 例 】
奈 良 市

事 務 機 器
　電子複写機

契約金額(円) 契約年月日

900,000 H27.10.1

取 扱 種 目契約の相手方

(品番)何台　

民 間

官 公 庁

契 約 品 名

※契約実績表等を添付される場合は［別紙参照］と記入してください。
　　なお、実績が多い場合は、調書を複写しご使用ください。



【令和５・６年度　追加受付】

第５号様式　　取扱メーカー調書

取扱メーカー

代 特

代 特

代 特

代 特

代 特

代 特

代 特

代 特

代 特

代 特

代 特

代 特

代 特

代 特

代 特

※代理店・特約店の場合は、必ずメーカーの証明書を添付してください。

商号又は名称

取 扱 メ ー カ ー （ 仕 入 先 ）

【記載例】

事務機器

代理店・特約店
の場合、どちらか
に ○ 印 を 記 入

主力商品及び取扱商品名

○ ○ メ ー カ ー ㈱ 代 特 　電子複写機（品番）

取 扱 種 目



　【令和５・６年度　追加受付】　

第６号様式　　資格（技術）者等調書

・建築物における衛生的環境の確保に関する法律の規定により登録を受け事業を行っている者
・警備業法に基づく警備業務（機械、常駐、交通等）
・消防設備点検業務
・毒物劇物取扱者・医療用具製造業承認・防除業届出・一般労働者派遣事業・計量証明事業
・電気事業・産業廃棄物収集運搬業・浄化槽保守点検業などについて記入してください。
・その他業務に関連する必要な資格・許可・届出などについて記入してください。

※上記業務に関連する認定証、許可証、免状､届出書等を記入しその写しを添付してください。

例） 　・㈱奈良市警備保障 　認定証・機械警備業務開始届 平成10年11月10日

　・奈良　一郎 　第１種・２種消防設備点検資格 平成19年10月17日

　・㈱奈良人材派遣 　一般労働者派遣事業許可証 令和2年12月10日

　・奈良　一郎 　計量証明事業登録証 令和4年5月1日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

商号又は名称

資格（技術）取得者等の氏名・名称
備　　　考

資格等の
取得年月日

法令に基づく資格等の名称
（個人､法人）

資格（技術）者等調書（建築物清掃業務・警備業務・消防設備点検業務・その他）

※上記の資格（技術）者証等すべてについて、鮮明な写しを必ず添付してください。

（複写使用可）



【令和５・６年度　追加受付】
第７号様式

令和 年 月 日

（あて先）

奈　良　市　長

奈良市公営企業管理者

　私は、下記の者を代理人と定め、奈良市又は奈良市企業局との間における下記事項に関する権限を

委任します。

１　委任事項

　　（１）入札及び見積合せに関すること。

　　（２）契約の締結に関すること。

　　（３）代金の請求及び受領に関すること。

　　（４）復代理人の選任に関すること。

　　（５）上記各号に付帯する一切の事項。

２　受任期間

　　自　　令和　年　月　日　　　　　　至　　令和７年３月３１日

３　受任者（支店・営業所等の責任者）

〒　　　　　－　　　　　　　

（ 電 話 ）

（ FAX ）

（メールアドレス）

（注）本社又は本店から権限を支店、営業所（代理人）に委任する場合に提出してください。

住所（所在地）

商号又は名称

代表者肩書・氏名

（署名又は記名押印）

フリガナ

委　　　任　　　状

　　受任者肩書・氏名

　　住　所　（所在地）

　　支店・営業所の名称



【令和５・６年度 追加受付】 

調 査 票 

下記事項を記入のうえ、提出をお願いいたします。 

    商号又は名称                       

１．ＩＳＯ９００１の認証取得の有無 

登録の有無 取得年月日 

ＩＳＯ９００１ 有  ・  無     年  月  日 

（登録証の写しを添付してください。） 登録の有無に必ず○を付けてください。 

 

２．ＩＳＯ１４００１の認証取得の有無 

登録の有無 取得年月日 

ＩＳＯ１４００１ 有  ・  無     年  月  日 

（登録証の写しを添付してください。） 登録の有無に必ず○を付けてください。 

 

３．ＩＳＯ２７００１の認証取得の有無 

登録の有無 取得年月日 

ＩＳＯ２７００１ 有  ・  無     年  月  日 

（登録証の写しを添付してください。） 登録の有無に必ず○を付けてください。 

 

４．Ｐマーク（プライバシーマーク）の認証取得の有無 

登録の有無 取得年月日 

Ｐマーク（プライバシーマーク） 有  ・  無     年  月  日 

（登録証の写しを添付してください。） 登録の有無に必ず○を付けてください。 

 

５．国、奈良県、奈良市又は他の地方公共団体との災害協定締結の有無 

締結の有無 締結年月日 

災害協定名 

 

（協定書の写しを添付してください。協

会等で締結している場合は、協会員であ

ることの証明も必要となります。） 

有  ・  無     年  月  日 

               締結の有無に必ず○を付けてください。 

 

６．奈良市長等（市長・副市長・教育長）又は奈良市議会議員との関係の有無 

市長等若しくは議員の配偶者、２親等以内の親族若しくは同居の親族が経営し、又は役員をしている企業、

市長等又は議員が役員をしている企業、市長等又は議員が実質的に経営に携っている企業 

関係の有無に必ず○を付けてください。 

関係の有無 市長等又は議員氏名 

有  ・  無  

該当者氏名 市長等又は議員との続柄 役職名 

   

   

 



【令和５・６年度 追加受付】 

誓約書 

 

令和５・６年度奈良市・奈良市企業局物品購入等入札参加資格審査申請（追加受付）

にあたり、次の事項を誓約します。 

 

１ 今回提出した物品購入等入札参加資格審査申請書内容は、奈良市情報公開条例に基

づく非開示部分を除き、公開することに同意します。 

 

２ 奈良市・奈良市企業局物品購入等入札参加資格審査申請要領（追加受付）１(6)ア

～オに掲げる事項に該当いたしません。 

 

３ 上記２に掲げる事項に該当する者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約

を行いません。 

 

４ 上記２に掲げる事項に該当する者を、下請契約又は資材、原材料の購入契約その他

の契約相手としていた場合に、奈良市又は奈良市企業局から下請契約の解除を求めら

れたときは、解除の求めに従います。 

 

５ 上記事項の該当の有無を確認するため、奈良市又は奈良市企業局が奈良県警察本部

へ照会することに同意します。 

 

６ 暴力団又は暴力団員から不当介入を受けた場合は、遅滞なくその旨を奈良市又は奈

良市企業局に報告するとともに警察署に届け、捜査上必要な協力をします。 

 

７ この誓約に違背した場合は、奈良市又は奈良市企業局から契約解除措置、入札参加

資格取消措置、入札参加停止措置等のいかなる措置を受け、かつ、その事実を公表さ

れても異存ありません。 

 

令和  年  月  日  

（あて先） 

奈 良 市 長 

奈良市公営企業管理者 

 

所 在 地  

商号又は名称  

代表者氏名  

        （署名又は記名押印）  



【令和５・６年度　追加受付】

第８号様式

　　※入札参加資格有りという通知ではありません。

〒630-8580

奈良市二条大路南一丁目１番１号

奈良市総務部契約課

TEL　0742-34-4743

 　　申請書(1)・ 申請調書(2)・ 業者情報及び販売高調書(3)・ 契約実績調書(4)

 　　取扱ﾒｰｶｰ調書(5)・ 資格(技術)者等調書(6)・ 委任状(7)

 　　商業登記履歴事項全部証明書 ・ 財務諸表等

 　　納税証明（　　　　　　　　　　　）・国保納付証明・ 調査票関連（　　　    　　）

　　 誓約書・ その他(　      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　 )

①　提出書類の内容と事実が相違していることが後日に判明したときは、入札参加資格を取り消す
　 　ことがあります。

    場合は、入札参加資格が保留となります。

入札参加資格審査結果通知書は、結果決定後郵送いたします。

令和５・６年度入札参加資格審査申請書を受領いたしました。

②　不足書類がある場合は、当受付票の写しを同封の上、速やかに提出してください。提出のない

  以下の書類が不足していますので早急に提出して下さい。

不　　　足　　　書　　　類

奈良市・奈良市企業局　入札参加資格審査申請書受付票
（物品購入等）

商号又は名称

受　付　印


